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１ 得点分布及び小問ごとの正答率

〈表１〉得点分布 〈表２〉小問別正答率（％）

人数 ６７０ 人 小 問 正答率 小 問 正答率大問 大問

得点 人数 ％ ９５.５ ８０.１問１ 問１

１００ ０ ０ ６０.０ ８６.１問２ 問２

９０～９９ １６ ２.４ ７１.１ ７９.６問３ 問３

８０～８９ ４６ ６.９ ７３.８ ８９.６問４ 問 裁判

７０～７９ １１３ １６.９ ６０.３ ８５.２問５

３

４ 理由

６０～６９ １５６ ２３.３ ７４.４ ２２.６１ 問６ 問５

５０～５９ １３３ １９.９ ９４.４ ８２.７問７ 問６

３０～３９ ６５ ９.７ ６９.３ ６４.０問８ 問７

２０～２９ ３３ ４.９ ６３.１ ７７.５問９ 問 方法

１０～１９ １６ ２.４ ２４.６ ４５.８問10 ８ 目的

１～９ ３ ０.４ ３８.９ ２７.２問11 問９

０ ０ ０ ７８.４ ８０.４問12 10問

小 計 ６５.３ ５３.７＊合格者の中から，無作為に抽出した 問11

７８.３ ７０.０６７０人(12.2％)の結果である。 問１ 12問

８６.６ 小 計 ６６.１問２

７２.２問３

７５.０問４

４０.９問５

９０.９問 符号

８２.８２ ６ 語
５８.４問７

７３.７問８

３６.３問９

５１.９問10

８２.１問11

８５.８問12

小 計 ６８.１

２ 分析結果の概要

分野別の正答率では, の歴史的分野が若干高いものの，どの分野も正答率が６５％を超えて２

おり大きな差はない。各分野とも正答率が低い小問もみられたが，難易度については概ね妥当で

あった。

出題形式別にみると，地理的分野において，地図を活用した小問の多くが，高い正答率となっ

ている。歴史的分野においては，我が国の歴史と世界の歴史を関連させる小問に正答率の低いも

のがある。

大問別の正答率の経年比較は，次の通りである。

大 問 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（主に地理的分野） ５８.３ ６１.４ ６８.９ ７７.０ ６５.３１

（主に歴史的分野） ５１.５ ５０.８ ６４.１ ６２.５ ６８.１２

（主に公民的分野） ５７.７ ６０.７ ６６.６ ７２.２ ６６.１３
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３ 小問ごとの内容及びねらい

主 な 観 点

出 題 の ね ら い 知識 思考 技能大問 小問

理解 判断 表現

ブラジルの位置を地図上から選ぶことができる。 ●問１

資料をもとにブラジルの特徴を選ぶことができる。 ●問２

ブラジルの使用言語を歴史と関連させて説明できる。 ● ●問３

●問４
日本に多くのブラジル人が在住している理由を調べる際

の適切な資料を選ぶことができる。

アジアの経済協力組織であるＡＳＥＡＮを理解している。 ●問５

製鉄所の立地条件を理解し説明できる。 ● ●１ 問６

●問７ 北方領土を理解している。

都道府県の位置及び県庁所在地を理解している。 ●問８

行政区分を理解している。 ●問９

日本海側における冬の降雪の理由を説明できる。 ● ●問10

産業統計の表の意味を理解し，正しい説明を選べる。 ●問11

地形図の読み取りができ，地域の変化を表現できる。 ● ●問12

聖徳太子が建立した法隆寺を理解している。 ●問１

聖徳太子活躍した時期の中国の様子を理解している。 ●問２

平城京のモデルとなった唐の都長安を理解している。 ●問３

歴史区分を理解した上で，鎌倉時代の美術品を選べる。 ● ●問４

各文化の特徴を理解し，時代順に並び替えられる。 ● ●問５

●
問６

金閣・銀閣の特徴について理解し，誤りを特定できる。

寝殿造と書院造の特徴を理解し，正しく表記できる。 ●
２

図を見て蔵屋敷と判断でき，正確に表現できる。 ● ●問７

幕末の動き・歴史的事項を理解している。 ● ●問８

幕末の海外の状況を理解している。 ●問９

● ●問10
日清戦争後，対露感情が悪化していったことを理解し説

明できる。

戦後の農地改革について理解している。 ●問11

オイルショックについて理解し，その理由を特定できる。 ● ●問12

小選挙区選挙・比例代表選挙について理解している。 ●問１

日本国憲法の基本原理について理解している。 ●問２

衆議院の権限について理解している。 ●問３

裁判の種類を特定できる。 ● ●
問４

刑事裁判の特徴を理解し説明できる。 ● ●

基本的人権の内容を理解している。 ● ● ●問５

●３ 問６ 農業の課題と宮崎県の農業の現状を理解している。

市場経済における価格の役割を理解している。 ●問７

累進課税を理解し，資料から読み取ることができる。 ●
問８

累進課税の目的を説明できる。 ● ●

公債金を理解し，家計に対比できる。 ●問９

日本の財政の問題点を理解し，指摘できる。 ● ●

日本の財政の問題点，解決の方法を理解している。 ● ●
問10

ＯＤＡについて理解している。 ●問11

外国人が住みやすくなる為の具体的提言を表現できる。 ● ●問12
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４ 標準解答及び考察

１

〈標準解答〉

Ｃ エ （例）かつて，ヨーロッパ の植民地支配を受けたから。問１ 問２ 問３

ア ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）問４ 問５

（例）海外から鉄鉱石を輸入するのに便利な沿岸部に立地している。問６

〈考察〉

問日本からの移住者が多いブラジルの学習を通して，資料活用能力などをみる問題である。

は正答率が95％を超え，ブラジルの位置についてはよく定着している。 は正答率が60％１ 問２

であるが，誤答として「イ」を選んだ例が多く，日本の人口を把握していない受検生も多いよ

うである。 も60.3％という正答率であるが，「ＮＩＥＳ」という誤答が多く，用語の正確問５

な理解がなされてない。

そこで指導に当たっては，日本に関する基本的な事項を押さえ，学習指導要領にあるように

『我が国の国土に対する認識を養う』ことが大切である。また，特定の国を扱うときは，日本

や世界の他の国々との比較を行いながら，地域的特色を捉える視点や方法を身に付けさせるこ

とが大切である。

〈標準解答〉

北方領土 ⑤ ４つ ウ問７ 問８ 問９ 問11

（例）冬の北西の季節風と暖流（対馬海流）の影響を受けるため。問10

（例）水田や工場はなくなり，道路が広く整備された。問12

〈考察〉

「日本の諸地域」を調べる学習を通して，日本の国境や行政区分，気候，産業などについて，

資料や地図を読み取る力や思考力・判断力，表現力を問う問題である。 の正答率は95％近問７

くあり北方領土についてはよく理解していると考えてよい。 の正答率は25％弱であり極め問10

て低かった。海流にまで言及できず完全に答えられた受検生が少なかったことが原因であろう。

も正答率が40％を切っている。誤答として多かった「イ」は単純に割合の比較で選択して問11

おり，総生産額の違いに気付いていない。資料を読み取る力の差がでている。

そこで指導に当たっては日頃の学習で統計資料を読み取らせる場を設定し，内容をまとめた

り発表したりする活動を取り入れることが大切であろう。

２

〈標準解答〉

法隆寺 エ 長安 ウ問１ 問２ 問３ 問４

ウ→ア→イ→エ （符号） イ （正しい語） 書院造問５ 問６

〈考察〉

修学旅行のしおりを作成するという設定で，歴史に関する重要事項の理解力，資料判断能力

などをみる問題である。

を除いては70％を超す正答率であり全体的に正答率は高い。基本的歴史事項については問５

よく定着していると考えてよい。ただ の文化史の問題については正答率が40.9％であり，問５

個々の歴史事項は理解していても時代のつながり，歴史の流れの理解が不十分な状況があらわ

れている。

そこで指導に当たっては，歴史の大きな流れの理解の定着に，指導者の意図的指導が必要で

あろう。また各時代のできごとを取り扱う際に，その時代の全体像を捉えさせるような教材の

工夫が必要である。
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〈標準解答〉

蔵屋敷 イ エ 農地改革 ウ問７ 問８ 問９ 問11 問12

（例） 下関条約で獲得した遼東（リャオトン）半島を三国干渉で返還させられ
問10

たから。

〈考察〉

近世から現代まで，政治・経済・外交の各分野にわたって基礎的・基本的な内容を中心に，

理解力・思考力・判断力・表現力をみる問題である。

はいずれも正答率が80％を超え，戦後の状況についての定着はよい。 は正答問11，問12 問９

率が30％台の半ばにとどまっている。幕末期の海外の状況を選択する問題であるが，誤答も他

の選択肢のすべてに分散しており，日本の歴史と世界の歴史のつながりが受検生の弱点である

と思われる。中学校の歴史の教科書では世界の歴史に関する記述は少ないが，基礎的・基本的

事項については確実な定着が望まれる。

３

〈標準解答〉

ウ 国民主権 ア 人権を守る（人権を保障する）問１ 問２ 問３ 問５

刑事裁判 【理由】（例）検察官が起訴しているから イ問４ 問６

〈考察〉

新聞の選挙広告を活用した学習を通して，政治に関する重要事項や課題などについて，理解

力や表現力などをみる問題である。 については宮崎県の農業についての設問である。問６

総じて正答率が高い中で が22.6％と極端に低かった（全小問中最低）。参政権が「人権問５

を守る権利」であると記述する問題であるが，文中に「請願権や裁判を受ける権利とともに」

とあるがこの部分をヒントにできず，「選挙権」を意識した文章表現が誤答の中に多く見られ

た。（例：意見を政治に反映させる）

そこで指導に当たっては，基本的人権の内容のように多岐にわたるものは，表や図にまとめ

させる作業を取り入れるなどの工夫が必要であろう。

〈標準解答〉

ウ イ （Ｄ）エ（Ｅ）ア ＯＤＡ（政府開発援助）問７ 問９ 問10 問11

（方法） 例１ 負担のつり合いをはかるため。
問８ (目的)

累進課税 例２ 低中所得者層への配慮のため。

(例１) 外国語による生活ガイドや広報誌を出す提言をする。
問12

（例２） 外国人と地域の人々の交流会を行う提言をする。

〈考察〉

日本の財政と家計の比較をしながら，経済の仕組みや現在の日本経済の課題についての理解

力・思考力・判断力・表現力・資料活用能力をみる問題である。思考力・表現力をみる の問12

正答率は70％でありよく記述していたと考えられるが， のように知識・理解を基本とした問８

記述型の正答率は５割に達していない。

そこで指導に当たっては，基礎的事項の定着を図りながら同時にそれらの知識を活用した表

現力の育成に力を入れる必要があろう。 の正答率は27.2％と低い。国の公債金が家計にお問９

いてはクレジット借入金にあたる，という思考力・判断力を要する問であるが，公債金につい

ての理解が十分に定着していない感がある。国の財政など理解しにくい内容については，身近

で具体的な事例を取り上げて学習を展開するなど，指導の在り方を工夫する必要がある。


